
団体名： 東浦町商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 96.0 ％） （達成度 76.7 ％） Ｂ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 114.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 103.2 ％） （達成度 60.0 ％） Ｂ Ｂ
①上げる②下

げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 122.5 ％） （達成度 8.0 ％） Ｃ Ａ
①現状維持②

下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ａ
①現行どおり
②変更する

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 76.8 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

小規模事業者

講習会等

小規模事業者の持続的発展を支
援するため、講習会等を個別及
び集団で実施する。集団指導で
は、近隣の商工会・商工会議所
と連携し、事業者自らの経営分
析を踏まえた事業計画作成支援
セミナーやサービス向上と技術
習得を目指した講習会等を開催
する。個別指導では、税務・金
融等の相談会を実施し、専門家
による助言・指導を通じて、経
営課題の認識及び解決に向けた
支援を行う。

・集団指導　８回　参加延
人数　32名
・個別指導　７回　参加延
人数　18名

小規模事業者

目標
数値

実績
数値

小規模事業者の経理事務
の省力化と財務の正確な
把握の一助となった。ま
た、財務分析による指導
や事業承継、経営計画作
成への活用も行うことが
できた。

総
合
評
価

Ａ

記帳指導延回数

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数

伴走型支援事業を本格的
に開始して３年目とな
り、小規模事業者の経営
相談内容も、商業者では
扱う商品・サービスの販
路拡大であったり、工業
者では先端設備導入に向
けた生産力の向上に関す
る相談・支援が多くなっ
てきており、指導内容の
質的向上が図られた。
また、事業承継について
は関心が高く、問題を提
議することで様々な悩み
や相談を受けることも増
えつつある。

実績
数値

231383
目標
数値

1440
実績
数値

目標
数値

30

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今年度は、働き方
改革や消費税率の
引上げ、軽減税率
の導入等新たな経
営課題が発生する
ことも見込まれる
ため、これまで以
上の効率化を図
る。

・指導対象者数　70名
・指導延回数　712回

巡回・窓口相談指
導事業

現在、中小企業が抱える経営課題の
二本柱と考えられる事業承継の問題
と売上拡大に向けた取引のほか、最
近は人手不足の慢性化への対応策と
して、生産性向上に向けた取組も重
要課題になりつつあるなか、金融や
税務といった従来型の経営指導に加
え、顧客ニーズや内部環境を把握し
たうえで、３～５年間の経営計画を
策定し、その実現に向けフォロー
アップする伴走型支援事業を実施す
る。
前年度と同様、小規模事業者が抱え
る様々な経営課題に対し、その解決
に向け具体的な提案や支援を行い、
成果へと繋げる課題解決提案を積極
的に行う。
創業に関しても、創業予定者の掘り
起こしと創業後の伴走型支援を実施
する創業支援相談窓口を引き続き設
置する。

・巡回窓口指導実企業数
456社
・巡回窓口指導延件数
1383件
・課題解決提案件数　23件
・事業承継診断票作成枚数
23枚
・創業支援者数　２名

記帳継続指導 小規模事業者

指標

実
施
側
の

事
業
評
価

712

集団指導参加延人数

記帳機械化の推進により人
的資源の乏しい小規模事業
者の経理事務の省力化を図
るとともに、定期的な経営
状況を経営者等が把握する
ことで、適切な経営判断を
行えるようにする。また正
しい税務知識の習得の機会
とし、適正な申告納税の実
現を図る。

指標

目標
数値

621
実績
数値

祭典事業

地域のにぎわい創出及び町内外への
地域産業のPRに向け、於大まつり・
産業まつりへの商工業者のブース出
展等を図る。於大まつりでは、地域
の飲食店を中心に露店ブースを設け
る。また「於大の方」をはじめとす
る地域資源を発信するとともに地域
の特産品等を町内外の住民に向けPR
を行う。産業まつりでは、工業ブー
スも多数設け、企業紹介・自社製品
のPR・認知度向上の場とする。

・於大まつり　４月21日
（土）
　（出展事業者　10社、来
場者数　17,000人）
・産業まつり　11月10日
（土）・11日（日）
　（出展事業者　33社、来
場者数　26,000人）

中小・
小規模事業者

指標

若手後継者等育成
事業

青年部員自らがセミナーを計
画、実施することで参加者に
とってより高い効果や満足度を
得ることを目的に「若手経営者
等育成セミナー」を実施する。
また地域振興の担い手として知
識や資質向上を図るため青年
部・女性部それぞれ講習会等を
開催する。
青年部女性部と異なる視点から
地域振興活動の持続的維持基盤
を確保することを目的に、個店
の経営力強化に重点を置いた
「次世代塾」を実施する。

・若手経営者等育成セミ
ナー参加延人数　20名
・講習会等参加延人数　49
名
・次世代塾参加延人数　 ２
名
・青年部・女性部各種事業
の実施

小規模事業
者・

青年部員・
女性部員

目標
数値

目標
数値

56
実績
数値

指標

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

出展事業者数

43

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

240
実績
数値

49
目標
数値

25

指標

次世代塾参加延人数

青年部及び女性部では関
係団体の講習会等に積極
的に参加し、また青年部
では昨年に引き続き若手
後継者等育成セミナーを
実施し、見識を深める事
ができた。次世代塾では
異業種交流展示会への視
察を実施し、商談等の契
機となった。

総
合
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

目標
数値

31
実績
数値

32
目標
数値

30

指標

個別指導参加延人数

経営計画作成セミナーの開
催により、事業計画策定に
ついての意識が向上し、小
規模事業者持続化補助金等
にも積極的に取り組む姿勢
が伺えた。
業種別講習会では、技術指
導だけでなく、ニーズに
合ったサービスの提供によ
る集客力向上が説かれ参加
者にサービス志向への変革
意識が芽生えた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

18

指標

限られた出展スペースの
中、出展事業者独自の商
品販売及びPRがなされ、
売上拡大に寄与するとと
もに地域住民との交流が
図られた。

実績
数値

目標
数値

総
合
評
価

次世代塾
参加延人
数が減少
したの
は、講習
会を実施
しなかっ
たため

指標

講習会等参加延人数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後の展開・改善点等

〇

〇

町行政との連携を
これまで以上に密
にし、創意工夫に
より更なる地域活
性化を目指す。

青年部及び女性部
では引き続き能力
向上に資する研修
等を企画する。次
世代塾ではより充
実した事業内容を
模索し、事業者の
見識向上を図る。

引き続き経営分析
や経営計画の作成
に積極的に活用で
きるよう、担当者
の能力向上に努め
る。

経営計画作成セミ
ナーは次年度も継
続し、事業計画策
定の定着とマネジ
メントサイクルの
実践について啓発
を図る。業種別講
習会では共催者と
連携をより強め、
事業者のサービス
力向上に繋げる。

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 東浦町商工会

得られた効果 備考

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 95.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 40.0 ％） （達成度 62.9 ％） Ｂ Ａ
①現状維持②

下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 136.7 ％） （達成度 97.7 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 130.0 ％） （達成度 125.0 ％） Ａ Ａ
①現状維持②

上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業所健康診断の
申込者が増加傾向
にあるため、開催
日数や時間を増や
すことを検討す
る。

目標
数値

40
実績
数値

52
目標
数値

60
実績
数値

75

指標

各種共済加入件数

指標

事業所健康診断受診者数
共済制度についてはそれ
ぞれの内容と事業所の必
要性を鑑みて普及推進す
るよう努めた。
事業所健康診断は事業所
数、受診者数共に増加
し、従業員の健康管理に
資することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

商業部会では、抽
選会については現
行どおりとする。
また、一店逸品事
業を検討し、商品
開発の意欲の醸成
を図る。

目標
数値

30
実績
数値

41
目標
数値

88
実績
数値

86

指標

部会・委員会開催回数

指標

抽選会加盟企業者数

商業部会では、恒例の産
業まつりにおける抽選会
を、工業部会では産業ま
つり会場内で子供を対象
にＶＲ体験会を２日間開
催し、賑わいの創出に努
めた。また、商業ゼミ
ナール「あきんど塾」で
は、事業承継、WEB・SNS
戦略等について学び、新
規顧客獲得等の契機と
なった。

目標
数値

会員交流事業

地域活性化や会員間の相互
交流を目的とした事業を通
じて、事業者間及び行政と
の情報交換の機会を設ける
ことで、地域内での事業展
開への活用や地域振興の取
り組みへの機運を醸成す
る。

・賀詞交歓会、会員親睦事
業参加延人数　139名
・各地区運営指導（５地
区） 120名

中小・
小規模事業者

指標

目標
数値

工業では、町内外を問わず、会
員企業の今後の事業発展に寄与
すると思われる企業等の視察を
２社程度行うとともに、将来の
ものづくりとひとづくりのた
め、産業まつりに工業部会の
ブースを出展する。
商業では、地域に根差した事業
として産業まつり当日に抽選会
を開催し、会員事業所の周知を
図るとともにまつり当日のにぎ
わい創出に努める。各委員会に
ついて必要に応じて適宜開催す
る。

・部会・委員会活動　41回
・抽選会加盟企業者数　86
社

中小・
小規模事業者

福利厚生事業

経営の安定と従業員の福利厚生
の充実を図るための各種共済制
度の普及を図る。また法律で規
定されている定期健康診断に必
要とされる受診項目を網羅した
健診事業を実施することで中小
企業・小規模事業者における従
業員等の健康と福利厚生の増進
に資することを目的とする。

・各種共済制度の普及推進
による加入件数　52件
　（中小企業共済、小規模
企業共済、中小企業倒産防
止共済等）
・事業所健康診断の受診者
数　75名

中小・
小規模事業者

雇用促進事業

人手不足が深刻化するなかで、
中小企業・小規模事業者の経営
基盤の安定に寄与するため、優
良従業員表彰を実施し、従業員
の安定雇用及び勤労意欲の向上
を図る。
また、近隣市町と連携し、新規
学卒者を主な対象とした合同企
業説明会を実施し、雇用促進に
繋げる。

・優良従業員表彰者　20名
・合同企業説明会開催　２
回
・珠算検定事業の実施

中小・
小規模事業者

部会・委員会事業

参加延人数

指標

事業者間および行政等の
相互交流のため賀詞交歓
会や会員親睦事業、地区
総会を実施し、当初の目
標に迫る参加者を得るこ
とができた。

実績
数値

170

指標

各事業参加延人数

９月に開催されたウェルネ
スバレー関連事業である企
業展示商談会に１社が出展
し、製販企業やディー
ラー、さらに大学・研究機
関の来場者と有意義な商談
が行われ、新規取引先の確
保や受注拡大の機会創出に
繋がった。
「あきんど塾」は今回も３
日間開催し、中小企業が抱
える最大の課題である事業
承継をテーマに有意義な研
修内容となった。

実績
数値

実績
数値

12
目標
数値

指標

様々な補助金が整備され
るなかで、小規模事業者
が募集期間内に対応でき
るよう、広報誌とホーム
ページそれぞれの媒体を
効率よく活用することが
できた。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

総
合
評
価

目標
数値

20
実績
数値

20
目標
数値

指標

雇用の安定及び人材確保
のために優良従業員表彰
者の推薦や合同企業説明
会への参加が積極的にな
された。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

指標

優良従業員表彰者数

12

調査・広報事業

小規模事業者にとって有益と思
われる情報や国・県等の小規模
事業者政策、各種補助金・助成
金の詳細について遅滞なく且つ
正確に情報発信することで、事
業者の情報選択能力を補完する
とともに商工会事業についても
周知し、理解を深めてもらえる
よう努める。

・広報誌の発行回数　12回
・ホームページによる情報
発信

中小・
小規模事業者

指標
広報誌発行回数

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

期日に余裕のない
情報が増加傾向に
あり、有益な情報
を遅滞なく情報提
供できるよう引き
続き努める。

○

賀詞交歓会会場の
制約上、現行の参
加者数を増やすこ
とは出来ない。次
年度以降も親睦事
業も含め現行どお
りとする。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

各事業参
加延人数
が減少し
たのは、
積算する
対象事業
を見直し
たため

Ｂ
ｳｪﾙﾈｽﾊﾞﾚｰ・街づ

くり事業

ウェルネスバレー構想推進のため、
域外からの企業呼び込みと、域内の
ものづくり企業との商談会「ニーズ
発表会・企業展示商談会」の開催支
援や、ウェルネスバレー関係機関が
開発に加わった健康長寿関連の商
品・サービスに対して認定を行う
「ウェルネスバレーブランド」の認
定支援等の事業に取り組む。
商業・サービス業を主対象とした経
営ゼミナール「あきんど塾」を開催
し、消費増税を間近に控え、販路拡
大等への取組みを支援するとともに
事業の持続的発展に寄与する。ま
た、商店組織への活動支援を行う。

・ウェルネスバレー「ニー
ズ発表会」等参加事業者数
４社
・あきんど塾参加延人数
20名
・緒川商栄会事業参加延人
数　87名 中小・

小規模事業者

指標

ｳｪﾙﾈｽﾊﾞﾚｰ参加事業者数

10
実績
数値

4
目標
数値

107

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

目標
数値

270
実績
数値

259
目標
数値

ウェルネスバレー
については、土地
利用を今年度の重
点取組事項に掲げ
企業誘致の相談・
支援を行うととも
に、従来からの事
業をより充実させ
るため、ネット
ワークを広げる取
組を行う。

○

優良従業員表彰につ
いては、今後も事業
者に周知を行い、利
用拡大を促す。
合同企業説明会につ
いては、諸団体と連
携し企業の人材確保
に寄与する。

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 東浦町商工会

得られた効果 備考

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 113.7 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 91.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 122.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

青色申告会
員・

法人会員

労働保険事業

労働保険料の申告・納付、従業
員の入退社に伴う届出書類の作
成等の事務を受託することで、
中小・小規模事業者の事務負担
軽減を図る。また労働保険事務
を円滑に進めることで、事業主
の事業への注力を促し、労働者
との良好な労使関係の構築に寄
与する。

・受託事業所数　116事業場

目標
数値

48
実績
数値

59
目標
数値

実績
数値

産業団体事業

東浦町資源リサイクル推進
協議会や日本容器包装リサ
イクル協会の事業活動に協
力することにより、中小・
小規模事業者の社会的貢献
や循環型社会実現に向けた
一助となり、ひいては商工
業の発展に資することを目
的とする。

・マニフェストの作成枚数
59枚
　（マニフェストとは産業
廃棄物を処理委託する際に
事業者が廃棄物の業者間の
流れを確認できるように作
成する管理票）
・容器包装リサイクル事業
の周知、申込書類の受付

中小・
小規模事業者

指標

マニフェスト作成枚数

指標

産業廃棄物の処理委託が
増えたことによりマニ
フェスト作成枚数が増加
した。 総

合
評
価

Ａ

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

資源リサイクルを
周知するため業種
を絞り込み会員拡
大を図っていく。
PR用チラシを活用
し事業周知を積極
的に行う。

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

税制改正を中心に
わかりやすい資料
に基づき税務にか
かる問題を投げか
け理解を深められ
るよう努める。

税制等の研修を通じて税
務に関する知識習得や、
税の重要性を認識するこ
とができた。会合におい
て異業種間の交流につい
ても一定の効果があっ
た。目標

数値
12

実績
数値

11
目標
数値

実績
数値

指標

各役員会等開催回数

指標

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

未加入事業所に対し
労働保険の更なる理
解を促し受託増を目
指すとともに既存事
業所に対し制度改正
等新たな情報を適宜
提供し、良好な労使
関係維持に寄与す
る。

目標
数値

102
実績
数値

116
目標
数値

実績
数値

指標

受託事業所数

指標

事業場に応じた申請・届
出及び適正な保険給付の
助言・指導を行い、労務
における事務手続きの軽
減に一定の効果を発揮し
た。

中小・
小規模事業者

青色申告会・法人
会事業

青色申告会・法人会等の税
務支援団体、地域貢献団体
との連携や活動を支援を通
じて、国・地方公共団体・
地域社会への貢献や発展に
寄与し、ひいては商工業の
活性化につながることが期
待できる。

・青色申告会・法人会の役
員会、研修会等の開催　11
回

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


